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⻑期使⽤製品安全点検制度の⾒直し (特定保守製品の対象製品の⾒直し)
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 経年劣化による重⼤製品事故の発⽣の恐れが⾼い製品を特定保守製品として指定し、所有者情報をメーカー
が把握することで、点検が必要な時期に、メーカーが所有者に点検時期を通知、所有者が点検を受ける制度。

 制度発⾜時、社会的に許容できない程度の事故率である１ppmを基準として、これを超える製品を指定。以
下、対象製品９製品。

 ⼀⽅、製品設計上の経年劣化対策が措置された結果、各製品の事故率は近年は⼤きく低下している。特に、
７製品については、１ppmを⼤きく下回る事故率となっている。（次ページ参照）

 この状況を踏まえ、当該７製品については、特定保守製品の指定から外す⽅針について、令和２年９⽉に開
催された消費経済審議会にて諮問、答申をいただいたところ。

 なお、指定から除く７製品についても、今後も技術基準の強化等の対策により、事故率の低下に向けて万全を
期していく。

特定保守製品【９品⽬】 平成２１年４⽉以降に販売した製品が対象

は今回指定から外す品⽬



１．特定保守製品の指定の考え⽅
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 特定保守製品を指定した際には、社会的に許容できない程度の事故率である１ppmを基準として、
これを超える製品を指定。

電気用品
経年劣化による
重大事故発生率

（PPM）

食器洗い乾燥機（ビルトイン型） 2.03

浴室換気乾燥機 1.23

エアコン 1未満

換気扇 1未満

観賞魚用ヒーター 1未満

観賞魚用ポンプモーター 1未満

食器洗い乾燥機（卓上型） 1未満

扇風機 1未満

テレビ（ブラウン管式） 1未満

電気アイロン 1未満

電気衣類乾燥機 1未満

電気カーペット 1未満

電気ストーブ 1未満

電気洗濯機 1未満

電気こたつ 1未満

電気こんろ 1未満

電気トースター 1未満

電気ふとん・電気毛布 1未満

電気冷蔵庫 1未満

電子レンジ 1未満

ふとん乾燥機 1未満

ヘアードライヤー 1未満

ガス・石油機器
経年劣化による
重大事故発生率

（PPM）

石油ふろがま*2 7.25

石油給湯器*3 5.30

ガスバーナー付ふろがま（屋内式）*2 3.49

ガス瞬間湯沸器（屋内式）*4 1.89

ＦＦ式石油温風暖房機 1.11

ＦＦ式ガス温風暖房機 1未満

ガス衣類乾燥機 1未満

ガスこんろ 1未満

ガス瞬間湯沸器（屋外式）*4 1未満

ガスストーブ 1未満

ガスバーナー付ふろがま（屋外式）*2 1未満

ガスファンヒーター 1未満

カセットこんろ 1未満

石油ストーブ 1未満

石油ファンヒーター 1未満

〔対象〕 電気用品： 消防庁火災データより火災発生件
数の多い消費生活用の電気製品の上位２０品目

（コード、プラグ類等を除く。）

ガス・石油機器： （社）日本ガス石油機器工業会が
保有する重大事故情報における主要な全品目

〔算出式〕

経年劣化による重大事故発生率（ＰＰＭ）

＝ （ａ） 重大製品事故の発生率（ＰＰＭ） ×
（ｂ） 経年劣化重大製品事故件数割合（％）

 （ａ）については、２０００年度から２００６年度の「①重
大製品事故件数」の年度平均を２００６年度における
「②残存台数」で割った数値。
①重大製品事故件数は、捕捉可能なデータにより

最大値を求めることを基本とし、消防庁火災データ、
（社）日本ガス石油機器工業会が保有する重大事故
情報、経済産業省原子力安全・保安院が保有する
事故情報及び（独）製品評価技術基盤機構（ＮＩＴＥ）
が保有する全事故情報より重大製品事故の件数を
重複を除きつつ各品目について合計したもの。②残
存台数は、（財）家電製品協会や（社）日本ガス石油
機器工業会等が保有する各品目の出荷台数及びア
ンケート調査に基づく各品目の残存率等のデータを
用いて経済産業省が推計したもの（残存台数）。

 （ｂ）については、ＮＩＴＥの２０００年度から２００７年５
月の全事故情報より、事故発生時点における製品
の使用期間が１０年以上経過した、消費者の長期使
用による経年劣化によって起きた重大製品事故を
抽出し、各品目の全重大製品事故件数に占める経
年劣化による重大製品事故件数の割合を算出した
もの。

＊１：本表において示した事故発生率は、制
度創設当時の事故データ等に基づく結
果である。

＊２：給湯機能付のものを含む。

＊３：貯湯型のものを含む。

＊４：瞬間型でない貯湯型の湯沸器を含む。

（表中、１ｐｐｍ未満はそれぞれ５０音順に並べている）



２．経年劣化事故発⽣率の現状
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 特定保守製品については、電気⽤品安全法等の技術基準の強化（PSマーク規制の強化）※等の
製品設計上の経年劣化対策を措置。この結果、各製品の事故率は⼤きく低下。特に、７製品※※

については、１ppmを⼤きく下回る事故率となっている。
※平成20年度 ガス事業法等の技術基準改訂＜⼩型の屋内式ガス瞬間湯沸器の対策強化＞
平成21年度 電気⽤品安全法の技術基準改訂＜ビルトイン式電気⾷器洗機、浴室⽤電気乾燥機の対策強化＞
平成21年度 消費⽣活⽤製品安全法の技術基準改訂＜⽯油機器の技術基準を新設＞

※※①屋内式ガス瞬間湯沸器（都市ガス⽤）、②屋内式ガス瞬間湯沸器（LPガス⽤）、③屋内式ガスふろがま（都市ガス⽤）、
④屋内式ガスふろがま（LPガス⽤）、⑤密閉燃焼式⽯油温⾵暖房機、⑥ビルトイン式電気⾷器洗機、⑦浴室⽤電気乾燥機

制度創設時の平均PPM値※ 現在の平均PPM値※※

屋内式ガス瞬間湯沸器（都市ガス用、プロパンガス用） １．８９ppm ０．１１ppm

屋内式ガスふろがま（都市ガス用、プロパンガス用） ３．４９ppm ０．２０ppm

石油給湯機 ５．３０ppm １．４７ppm

石油ふろがま ７．２５ppm ２．８２ppm

FF式石油温風暖房機 １．１１ppm ０．０４ppm

ビルトイン式食器洗機 ２．０３ppm ０．２９ppm

浴室電気乾燥機 １．２３ppm ０．０７ppm

点検対象製品の経年劣化事故発⽣率の変化

※ 2000年〜2006年の年平均値
※※2007年〜2018年の年平均値（2019年11⽉時点のNITEによる試算）
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（参考）⼩型の屋内式ガス瞬間湯沸器の対策強化

⼩型の屋内式ガス瞬間湯沸器において安全装置の不正改造によって発⽣した⼀酸化炭
素中毒事故を受けて、ガス事業法・液⽯法の技術基準省令で、以下のとおりインターロック
機能を備えた不完全燃焼防⽌装置の搭載を義務化している。
 機器の周囲の酸素濃度が低下したとき、排ガス中の⼀酸化炭素濃度が０．０３パーセント
以下でバーナーへのガスの通路を⾃動的に閉ざすこと。

 排ガス通路が閉塞して排ガス中の⼀酸化炭素濃度が０．０３パーセント以上になる状態に
おいて、バーナーに点⽕したときから３０秒以内にバーナーへのガスの通路を⾃動的に閉ざす
こと。

 装置が正常に機能しなかったとき、バーナーへのガスの通路を⾃動的に閉ざすものであり、かつ、
当該装置は容易に改造できない構造であること。

 装置が作動したことを知らせる機能を有すること。
 連続して３回を上限として装置が作動した後は、制御⽤乾電池の交換等の通常の操作に
より再び点⽕する状態にならないこと。

 ガス事業法・液⽯法の技術基準の改定により、⼩型の屋内式ガス瞬間湯沸器にイン
ターロック※搭載を義務化
※リセットを⽐較的容易に消費者が⾏う復帰⽅法ではなく、専⾨家などにより複雑な復帰操作を⾏わない限り、再運転できないこと。



制御基板

ヒータ（AC100V駆動）

ドア開閉の繰り返し
による不具合

制御基板

現行製品
（主にスライド式）

■現行製品

ドアスイッチは二次側の回路を使用することによって大きな電流
が流れない構造となっている。そのため、長期使用により、ドア
スイッチ部に不具合が生じても発煙・発火に至る可能性は限り
なく低い。
また、スライド式の場合、水槽の
裏側にドア開閉により可動する
配線があるが、右図の通り、配線
にゆとりをもたせることが可能で
あり、屈曲による断線のリスクは
ない。（※電安法の20,000回の屈
曲試験も実施して安全性を確認）

ヒータ
（AC100V駆動）

■従来製品

ドアスイッチとヒータ等が直列回路となっており、運転中にドア
スイッチを開閉することにより、直接的にヒータ等をON/OFFす
る構造となっていた。

そのため、ドア開閉部及びドアスイッチの内部配線に大きな電
流が流れており、長期使用によるドア開閉の繰り返しやドア
ロック操作の繰り返しによる不具合発生時に発煙・発火に至る
リスクが高い構造となっていた。

従来製品
（主にフロント式）

ロック操作の繰り返し
による不具合

ドアスイッチ

ドアスイッチ

（参考）ビルトイン式⾷器洗機の事故と解決の事例
●⻑期間の使⽤に伴うドアの開閉等により、内部配線が断線し出⽕する事故が発⽣していた。
●2009年9⽉に電気⽤品安全法の技術基準が改正され、ドアの開閉の可動部耐性試験を1000回
から20000回に強化。さらに、メーカーもドア開閉による⾷器の取り出し構造から、スライド⽅式に設計を
⾒直しして、電源配線に負担がかからない様に改良し、経年劣化事故を予防。
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（参考）電気式浴室乾燥暖房機の事故と解決の事例
●2008年当時、屋内配線と機器との接続にあたって、⼿より結線による不適切な施⼯がなされた事例
が多くあり、施⼯から経年で⽕災となっていた。2009年9⽉に電気⽤品安全法の技術基準が改正さ
れ、電源電線との接続を速結端⼦等を⽤いること等を求め、事故を予防している。

不適切な施⼯が発⽣することを防⽌するため、
電気⽤品安全法の技術基準が改正され、
簡易に、完全に接続できる、電源⽤速結端
⼦による接続となった。

2006年当時 現在の接続
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（参考）⽯油機器の技術基準を新設

 消安法の技術基準に、⽯油機器の技術基準を新設して、FF式⽯油温⾵暖房機の機
器内部の給気管（⼆次エアホース）を⾦属製とすることを義務化

FF式⽯油温⾵暖房機の構造概略 ⻑期使⽤により劣化したゴム製の⼆次エアホース
に孔が空き、給気不⾜により不完全燃焼を起こし
たことによる⼀酸化炭素中毒事故が多発。

孔の空いた、ゴム製の⼆次エアホース

特定製品の技術基準省令の別表第１において、
FF式（密閉燃焼式）の燃焼⽤⼆次エアホースの
材質が⽇本産業規格S２０３１（２００９）
密閉式⽯油ストーブの表５―材料に定める⾦属
であることと規定



３．制度実施にかかる社会的コスト
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 製造事業者は、これらの製品について特定保守製品としての対応をするために、年間約１８億円を
⽀出している。これらの⽀出を回収するために、その費⽤は価格転嫁されるため、特定保守製品として
指定され続けることで、消費者にも負担が⽣じることになる。このため1ppmを⼤きく下回る７製品につ
いては、指定から除く必要がある。

事業者
2019年度

実施費用（万円）
2019年
生産台数

1台あたりの
実施費用（万円）

A社 ‐ ‐ 0.11
B社 ‐ ‐ 0.06
C社 ‐ ‐ 0.04
A、B、C社の合計 93,400 1,310,000

1台あたりの平均実施費用 0.07
2019年の特定保守製品のメーカーの実施費用 208,189

うち、1ppmを下回る製品の実施費用 181,300

※1台あたりの平均費用＝（A、B、C社の費用合計）／（A、B、C 社の生産台数合計）
※2019年の特定保守製品のメーカー費用＝

1台あたりの平均実施費用700円/台×（2019年総生産台数292万台）
※1ppmを下回る製品の実施費用＝
1台あたりの平均実施費用700円/台×（2019年の1ppmを下回った製品の生産台数259万台）

※個社の実施費用及び生産台数については特定を防ぐため記載していない。



４．事故率の低下に向けた取組
 ただし、指定から除く製品についても、今後も、経年劣化対策の技術基準の強化を通じたPSマーク
規制等の対策を講じることにより、事故率の低下に向けて万全を期していく。

屋内式ガス瞬間湯沸器、屋内式ガスふろがまについては、⾃主
基準等を技術基準化していく。
①これまで、経年劣化による事故が多かった製品群については、すでに
技術基準化で対応済み︓約57%※

 屋内式ガス瞬間湯沸器（⼩型）︓インターロックの義務化
＊詳細は、同資料３Pの参考スライド参照

②すでに実施している⾃主的な対応を技術基準化する:約11%※

 バランス式ガスふろがま︓2011年に業界全体で⾃主的な対応を実
施済み、⇒技術基準化する。
＊⾃主的な対応︓異常着⽕防⽌、⾵呂消し忘れ防⽌、冠⽔による異常着⽕防⽌の

搭載

③その他の製品群:約31%※

 上記を除く瞬間湯沸器︓⾃主基準等⾃主的な対応について、技
術基準化に向けて検討していく

※瞬間湯沸器・ふろがまのうち特定保守製品対象品の2019年出荷台数に占めるおおよその割合

なお、ビルトイン式電気⾷器洗機、密閉燃焼式⽯油温⾵暖房機、浴室⽤電気乾燥機については、平成21年度に安全
性の向上のための技術基準改正を⾏っており、当該技術基準を満たした製品による経年劣化事故は起きていない。

屋内式ガス瞬間湯沸器（⼩型）

バランス式ガスふろがま

その他の瞬間湯沸器
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５．制度の効率的な運⽤に向けて
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 点検制度については、登録率・点検率の向上が課題であり、この原因の１つとして、販売時の説明が
不⼗分であることが考えられる。しかしながら、⾃治体による⽴⼊検査すべき店舗が多すぎて⼿が回って
いないという事情もある。このため、指定⾒直しにより、⽴⼊検査すべき店舗を限定してそこにリソースを
集中することで、販売時の説明を担保しつつ、⾏政コストも削減していく。

A社

B社

卸 商

販売店
（建築⼯務店、
燃料店、
管⼯事店

（⽔道⼯事店）等）

中⼩零細の
様々な業態の
事業者が⽯油機器
も販売しているという
実態であり、
団体として組織化
されていないC社 卸商に出荷

卸商に出荷

全て販売店に直接出荷
（販売の際の制度説明の要請）

⽯油給湯器、⽯油ふろがまの販売ルート

※家電量販店やホームセンターへの出荷も確認されたが、ほとんどFF式⽯
油温⾵暖房機であったり、出荷量が少ないため、割愛した。

実施年度 立入検査を
した店舗数

制度説明義務違反の
店舗があった都道府県

平成２４年度 ８１２店舗 神奈川県１店舗

平成２５年度 ９０５店舗 千葉県 １店舗

平成２６年度 ８６３店舗 茨城県 １店舗
福岡県 ２店舗
沖縄県 ３店舗

平成２７年度 ７９１店舗 岐阜県 １店舗
兵庫県 １店舗

平成２８年度 ７８９店舗 熊本県 １店舗
鹿児島県１店舗
沖縄県 １店舗

平成２９年度 ７３７店舗 静岡県 １店舗
沖縄県 ２店舗

販売店への⽴⼊検査状況

⽴⼊検査対象となる店舗はホームセンターや家電量販店に
なることが多く、コンプライアンスに厳しい、その様な店舗では、
違反が⾒つかることが少ない。



６．指定⾒直しの必要性（まとめ）
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１．特定保守製品を指定した際には、社会的に許容できない程度の事故率である１ppmを基準として、
これを超える製品を指定。

２．特定保守製品については、電気⽤品安全法等の技術基準の強化（PSマーク規制の強化）※等の
製品設計上の経年劣化対策を措置。この結果、各製品の事故率は⼤きく低下。特に、７製品※

については、１ppmを⼤きく下回る事故率となっている。
※平成20年度 ガス事業法等の技術基準改訂＜⼩型の屋内式ガス瞬間湯沸器の対策強化＞
平成21年度 電気⽤品安全法の技術基準改訂＜ビルトイン式電気⾷器洗機、浴室⽤電気乾燥機の対策強化＞
平成21年度 消費⽣活⽤製品安全法の技術基準改訂＜⽯油機器の技術基準を新設＞

※①屋内式ガス瞬間湯沸器（都市ガス⽤）、②屋内式ガス瞬間湯沸器（LPガス⽤）、③屋内式ガスふろがま（都市ガス⽤）、
④屋内式ガスふろがま（LPガス⽤）、⑤密閉燃焼式⽯油温⾵暖房機、⑥ビルトイン式電気⾷器洗機、⑦浴室⽤電気乾燥機

３．製造事業者は、これらの製品について特定保守製品としての対応をするために、年間約１８億円を
⽀出している。これらの⽀出を回収するために、その費⽤は価格転嫁されるため、特定保守製品として
指定され続けることで、消費者にも負担が⽣じることになる。このため1ppmを⼤きく下回る７製品につ
いては、指定から除く必要がある。

４．ただし、指定から除く製品についても、今後も、経年劣化対策の技術基準の強化を通じたPSマーク
規制等の対策を講じることにより、事故率の低下に向けて万全を期していく。

５．なお、点検制度については、登録率・点検率の向上が課題であり、この原因の１つとして、販売時の
説明が不⼗分であることが考えられる。しかしながら、⾃治体による⽴⼊検査すべき店舗が多すぎて⼿
が回っていないという事情もある。このため、指定⾒直しにより、⽴⼊検査すべき店舗を限定してそこに
リソースを集中することで、販売時の説明を担保しつつ、⾏政コストも削減していく。


